
様式第1-1号

令和　　　　年　　　　月　　　　日

中　城　村　長

殿

印

許可（　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　）　第　　　　　　　号

許可（　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　）　第　　　　　　　号

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　許　　可

許可（　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　）　第　　　　　　　号

許可（　　　　　　　　　－　　　　　　　　　　　　　　）　第　　　　　　　号

　　　　　年　　　　　月　　　　　日　　　　許　　可

令和7・8年度において、中城村で執行される建設工事の競争入札に参加する資格の審査を

申請します。

なお、この申請書及び添付書類については、事実と相違ないことを誓約します。

建設工事入札参加資格審査申請書

大 臣

県 知 事

許 可 を 受 け て い る
建 設 業

電 話 番 号

県 知 事

大 臣

担 当 者 氏 名

比 嘉 麻 乃

商 号 又 は 名 称

住 所

代 表 者 名



１． 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当するとき

（第１６７条の１１の規定により準用する場合を含む）

２． 入札又は契約履行に関し、不正の事項が判明したとき

３． 事業経営が著しく不良になり、入札に参加させることが

　不適当と認められるとき

令和　　　　　　年　　　　　　月　　　　　　日

中　城　村　長

殿

印代 表 者 名

電 話 番 号

以上、誓約いたします。

記

比 嘉 麻 乃

住 所

商 号 又 は 名 称

誓　　約　　書

今般貴村の競争入札等に参加するにあたり、競争入札等の諸規定及び係員の指示に従い、

公正な入札を行います。

もし下記のいずれかに該当した場合は、競争入札参加資格の取り消しを受けても何ら異議は

ありません。



様式第２号

（建設工事の種類） 工事　

記載事項

1 この表は、建設業法第２条別表第一の上覧に掲げる建設工事の種類ごとに作成すること

2 この表は、直前２年間に着工した主な工事について記載すること

3 下請工事については、注文者の欄には直接注文をした元請人の商号又は名称を記載し、工事名の欄には下請工事の名称を記載すること

年 月

年 月千円

年 月

年 月

千円

年 月

年 月

千円

年 月

年 月

千円

年 月

年 月

千円

千円

年 月

年 月

千円

年 月

年 月

年 月

年 月千円

工　　事　　経　　歴　　書

注 文 者
元請又は

下請の区別 完 成 又 は 完 成 予 定 年 月

着 工 年 月
請 負 代 金 の 額

工 事 場 所 の あ る
市 町 村 名

工 事 名



様式第３号

（単位：千円）

　第　　　　　　　　期 　第　　　　　　　　期

【記載要領】

１． この表には、完成工事の請負代金の額を記載すること

２． 下請工事については、注文者は民間に該当するものとして記載すること

３． 「許可に係る建設工事の施工金額」の欄は、許可に係る建設工事の種類ごとに区分して記載すること

電気通信工事

造園工事

ガラス工事

塗装工事

さく井工事

建具工事

しゅんせつ工事

板金工事

電気工事

管工事

ﾀｲﾙ・れんが・ﾌﾞﾛｯｸ工事

鋼構造物工事

防水工事

内装仕上工事

鉄筋工事

ほ装工事

とび・土工・ｺﾝｸﾘｰﾄ工事

石工事

屋根工事

土木一式工事

許
 

可
 

に
 

係
 
る
 

建
 

設
 

工
 

事
 

の
 

施
 

工
 

金
 

額

建築一式工事

大工工事

左官工事

水道施設工事

消防施設工事

機械器具設置工事

熱絶縁工事

直 前 ２ 年 の 各 営 業 年 度 に お け る 工 事 施 工 金 額

年 月 か ら

年 月 ま で

年 月 か ら

年 月 ま で

営 業 年 度

官 公 庁 民 間注 文 者 区 分 計 官 公 庁 民 間 計

清掃施設工事

解体工事

合 計 金 額

そ の 他 の 建 設 工 事
施 工 金 額



様式第４号

（単位：人）

【記載要領】

１． 建設業に従事している使用人数を記載すること

２． 「使用人」は役員、職員を問わず雇用期間を特に限定することなく雇用されたものとし、労務者及び法人にあっては代表権を有する役員、個人にあっては

その事業主を含めないものとすること

３． 「その他の技術関係職員」欄には、法第７条第２号イ、ロ又はハに該当するものではないが、技術関係の業務に従事している者の数を記載すること

合 計

使　　　用　　　人　　　数

合 計事 務 関 係 使 用 人
そ の 他 の技 術 関 係使 用人

法 第 ７ 条 第 ２ 号 イ 、 ロ 又 は
ハ に 該 当 す る 者

営 業 所 の 名 称

技 術 関 係 使 用 人



様式第５号

【記載要領】

１． 「政府関係金融機関」の欄には、国民金融公庫、住宅金融公庫、中小企業金融公庫、日本開発銀行等について記載すること

２． 各金融機関とも、本所、本店、支店、出張所等の区分まで記載すること　（例：　○○銀行△△支店）

主　要　取　引　金　融　機　関

そ の 他 の 金 融 機 関
商 工 組 合 中 央 金 庫

信 用 金 庫 ・ 信 用 協 同 金 庫
普 通 銀 行 ・ 長 期 信 用 銀 行政 府 関 係 金 融 機 関



様式第6-1号

１． 本県知事 ２． 他県知事 ※受付番号

所轄 土木事務所 ３． 大　　臣

許可番号 国土交通大臣 般

許可 第 号 大・知　（特－ ）

県知事 特 第 号

建設業の種類及び許可年月日

大・知　（般－ ）

区分 第 号

営業所の名称

１ （土） ５ （と） ９ （管） 13 （ほ） 17 （塗） 21 （絶） 25 （具） 29 （解） 所在地

２ （建） ６ （石） 10 （タ） 14 （しゅ） 18 （防） 22 （通） 26 （水）

３ （大） ７ （屋） 11 （鋼） 15 （板） 19 （内） 23 （園） 27 （消）

４ （左） ８ （電） 12 （筋） 16 （ガ） 20 （機） 24 （井） 28 （清） 商　　号

代表者名

【記載要領】 ※印欄は記入しないで下さい。また、該当箇所は明確に記入して下さい。

受　　理　　票

年 月 日

連 絡 先 電 話 番 号

．　　　．

令和7・8
年度

．　　　．

連 絡 先 Ｆ Ａ Ｘ 番 号

建　設　業　者　カ　ー　ド

年 月 日．　　　．

許　　　可
実施庁別

入 札 資 料 送 付 先 メ ー ル ア ド レ ス

一 般 建 設 業 特 定 建 設 業

建 設 業 種 類 特 定 の 種 類 許 可 年 月 日許 可 年 月 日

．　　　．

※　　受　　付　　印

．　　　．

※　受　付　印

代 表 者 氏 名

令和7・8年度中城村建設工事入札参加資
格申請書を受理しました。

．　　　．

切
り
取
ら
な
い
で
下
さ
い

。

．　　　．

（　　　営　　業　　所　　　）

ふ り が な

．　　　．

希 望 す る
建 設 工 事

本
　
　
店

ふ り が な

商 号

代 表 者 氏 名

所 在 地

所 在 地

下欄：中城村内に営業所がある場合・本店以外に委任を受ける営業所等がある場合に記入

営
　
業
　
所

ふ り が な

ふ り が な

商 号


